別記様式第17号（第47条第１項及び第２項関係）　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格Ａ列４）

	※　変更届出受理番号
	


変更届出書
変更届出書及び許可証書換申請書
○年　　 ○月　　　○日
外国人技能実習機構　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者／申請者　機構協同組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事　　機構　太郎
１．外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第32条第３項の規定により下記のとおり変更の届出をします。なお、変更の届出後も、監理団体が外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第26条各号に規定する欠格事由のいずれにも該当しないことを誓約するとともに、監理責任者が同条第５号イ（同法第10条第11号に係る部分を除く。）又はロからニまでのいずれにも該当しないものであることを誓約します。
２．外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第32条第６項の規定により下記のとおり許可証の書換えを申請します。
記


	１許可番号
	許○○○○○○○○○○

	２許可年月日
	　○○年　　○○月　○○日

	３監理団体
	（ふりがな）

①名称
	　きこうきょうどうくみあい

	
	
	　機構協同組合

	
	②住所
	〒〇〇〇－〇〇〇〇 

東京都〇〇区〇〇町〇－〇－〇
（電話　××―××××―××××　）

	４監理事業を行う事業所
	（ふりがな）

1 名称
	　きこうきょうどうくみあい

	
	
	　機構協同組合

	
	②所在地
	〒〇〇〇－〇〇〇〇 

東京都〇〇区〇〇町〇－〇－〇
（電話　××―××××―××××　）

	５変更の内容
	①既に申請又は届出をしている事項の変更
	項目
	変更前
	変更後
	変更年月日

	
	
	
	
	
	年   月   日


	
	②監理事業を行う事業所の新設
	（ふりがな）

ⅰ名称
	きこうきょうどうくみあい　おおさかじむしょ
	新設年月日

○年〇月〇〇日

	
	
	
	機構協同組合 大阪事務所
	

	
	
	ⅱ所在地
	〒０００－００００
大阪府〇〇市〇〇区〇－〇－〇
（電話００―００００―００００）
	

	
	
	監理責任者
	（ふりがな）

ⅲ氏名
	□□□　□□□
	

	
	
	
	
	◆◆　◆◆
	

	
	
	
	ⅳ住所
	〒０００－００００
大阪府△△市△△区△－△－△

	

	
	
	ⅴ事業所枝番号
	００２
	

	
	③監理事業を行う事業所の廃止
	（ふりがな）

ⅰ名称
	きこうきょうどうくみあい　なごやじむしょ
	廃止年月日

○年〇月〇〇日

	
	
	
	機構協同組合 名古屋事務所
	

	
	
	ⅱ所在地
	〒０００－００００
愛知県☆☆市☆☆区☆－☆－☆
（電話００―００００―００００）
	

	６備考
	担当者氏名　　　　　技能　太郎

　　　職名　　　　　監理責任者（他の職名でも可）

　　　連絡先　　　　△△－△△△△－△△△△

組合メールアドレス　○○○＠△△△△


（注意）

１　※印欄には、記載をしないこと。

２　変更の内容が許可証の記載事項に該当しない場合は、表題の「変更届出書及び許可証書換申請書」、上方２の全文及び記名欄の「／申請者」を抹消すること。
３　変更の内容が許可証の記載事項に該当する場合は、表題の「変更届出書」を抹消すること。
４　３欄及び４欄は、届出前の事項を記載すること。

５　５欄の①は、変更の内容が分かるよう具体的に記載すること。なお、同欄で記載する内容が外国の送出機関の氏名又は名称の変更である場合は、当該氏名又は名称の記載のみならず、外国人技能実習機構のホームページにおいて公表されている外国の送出機関に係る番号を記載すること。当該番号が公表されていない場合には、外国人技能実習機構から提示された整理番号を記載すること。
６　外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第27条第２項の規定により読み替えて適用する職業安定法第32条の12第１項の規定による届出は、５欄の①の記載により行うものとすること。

７　５欄の②は、新設する全ての事業所について記載すること。複数あるときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。また、事業所を新設する理由を６欄に具体的に記載すること。
８　５欄の③は、廃止する全ての事業所について記載すること。複数あるときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。また、事業所を廃止した理由を６欄に具体的に記載すること。

９　６欄には、変更の届出に係る担当者の氏名、職名及び連絡先を記載すること。その他伝達事項があれば併せて記載すること。
・監理事業を行う事業所の新設


・監理事業を行う事業所の廃止


の場合は、「変更届出書」の文字を取消し線で抹消してください。





監理団体の名称（名称変更の際は新名称）、代表者の役職、代表者氏名を記載してください。





「１許可番号　」は、許に加え１０桁の数字です。





「３監理団体」の「②住所」と、「４監理事業を行う事業所」の「②所在地」は、許可証と同一のもの（住所又は、事業所の所在地に変更がある場合であっても変更前の住所及び所在地）を記載してください。





監理事業所が複数ある場合は、「４　監理事業を行う事業所」欄 に「別紙のとおり」と記載し、別紙（様式任意）を提出してください。





事業所を新設する際に記載





事業所を廃止する際に記載





すでに監理事業を行っている事業所の移転は、「監理事業を行う事業所の新設」「監理事業を行う事業所の廃止」ではありませんので、ここには記載しないでください。





「６備考」には、変更の届出に係る担当者の氏名、職名及び連絡先を記載してください。


その他伝達事項があれば記載してください。


また、監理事業を行う事業所を新設、または、廃止した場合には、その理由を具体的に記載してください。





後で連絡するときに必要ですので必ず記載してください





必ず別紙を作成してください。








